




⑤地域の獣害対策を担う人材の育成を行うため、指導者養成講座の開催などに取り組んだ結果、これまで

の 251 集落に加え新たに 41 集落において獣害対策に取り組む集落づくりに向けた検討が開始されまし

た。侵入防止柵については、平成 25年度までに累計 21市町 1,818km が整備され、平成 26 年度は 14市

町 179km の整備が計画されています。県内では、依然として 800 以上の集落で被害が発生しており、今

後も獣害対策に取り組む集落づくりを推進していく必要があります。また、市町や生産者等から、集落

ぐるみで行う野生獣の追い払いなどの取組への支援や侵入防止柵の設置要望は多く、今後も計画的な支

援が必要です。 

⑥野生鳥獣の捕獲効率を向上するため、誘導式囲いわななどの新たな大量捕獲技術やＩＣＴを用いた防除、

捕獲、処理の一貫体系技術の構築に向けた現地実証に取り組むとともに、これまでに開発した遠隔監視・

操作システム「まる三重ホカクン」の捕獲技術の向上を図るための研修会を開催しました。ニホンザル

に関しては、民間企業と連携して開発した、大量捕獲技術（まる三重ホカクン＋大量捕獲わな）を普及

し、４市町で導入されました。引き続き、民間企業と連携して新たな捕獲技術の開発を進めるとともに、

開発した技術を普及していくことが必要です。 

⑦鳥獣の捕獲等の一層の促進と捕獲等の担い手育成等を目的とする鳥獣保護法の改正に伴い、県が捕獲等

を実施することが可能となるため、国の実施基準等が示され次第、実施について検討を行います。また、

第 11次鳥獣保護事業計画や特定鳥獣保護管理計画（ニホンジカ、イノシシ、ニホンザル）について、年

度内に改定を行う必要があります。 

⑧獣肉等の利活用を促進するため、獣害対策研修会や市町担当者との意見交換会等で「『みえジビエ』品質・

衛生管理マニュアル」に関する説明を行ったほか、食中毒菌等のモニタリング検査など、安全性や品質

の確保に向けた取組を進めています。「みえジビエ」の普及に向け、安全性や品質の確保をさらに進める

ことが必要です。また、安全性や品質が確保された獣肉を提供する販売事業者であることを証明する「み

えジビエ登録制度」について、平成 26 年度から登録を開始し、21事業者 34施設を登録しました。今後、

さらに登録事業者を増やし、事業者の交流促進やみえジビエのＰＲ等につなげていく必要があります。 

⑨獣肉等の需要の拡大に向け、中部国際空港セントレアで開催された三重県物産展や東京で開催された大

手企業のフードショーにおいて、「みえジビエ」商品のＰＲを行いました。また、「みえフードイノベー

ション・ネットワーク」を活用した企業等とのマッチングにより、外食チェーンにおいて期間限定の第

３弾シカ肉メニューが提供されました。また、11月１日から３ヶ月間、みえジビエ登録事業者と連携し、

みえジビエフェアを開催しています。引き続き、獣肉等の需要を拡大するため、企業と連携した新商品

の開発・販売や、首都圏での販売促進に取り組んでいく必要があります。 

⑩農地・農業用施設・景観の保全活動の取組を拡大させるため、これまでの「農地・水保全管理支払」を

拡充して、平成 26 年度に新しく創設された「日本型直接支払制度（多面的機能支払）」の普及啓発を図

る説明会の開催等に取り組んできたところ、取組組織及び取組面積は昨年度を大きく上回る見込みです。

取組が、学校や自治会、ＮＰＯなどさまざまな主体が参加する保全活動として持続的に発展していくよ

う、地域の人材育成や持続的に活動を支える体制づくりを進め、地域コミュニティ活動として定着させ

ていく必要があります。 

⑪中山間地域等における農業生産活動を支援する「中山間地域等直接支払制度」を通じ、230 集落 1,697ha

の農地において、耕作の継続により多面的機能の維持が図られています。平成 27 年度から第四期対策

がスタートすることから、国における制度の検討状況を把握し、市町等との情報共有を図る必要があり

ます。また、特に高齢化等により営農の維持が困難な集落については、将来にわたって営農が継続でき

る体制を整備する必要があります。 

⑫水産業の多面的機能の維持増進に向け、15市町の 34組織（沿海 26、内水面８）が藻場・干潟の保全や、

内水面域の環境保全などの活動に取り組んでいます。８月に県内３箇所で研修会を開催し、組織間の情

報共有や交流を促進するとともに、他県の優良事例や技術水準の向上に係る情報提供を行いました。得

られた情報を活用することで、取組内容の充実を図るとともに、各活動組織が継続的かつ発展的に取組

を推進できるよう地域の活動として定着させていく必要があります。 







④すごいやんか三重のいなかビジネス展開事業【基本事業名： 25403 人や産業が元気な農山漁村づく

り】 

   予算額：(26) ５，９０５千円 → (27)  ３，７１５千円 

事業概要：都市との交流等を通じて所得の向上を図る「いなかビジネス」の取組の拡大に向け、コー

ディネーター養成講座等による人材育成や、継続的な情報発信に取り組むほか、選択専門

研修を開催し、取組団体の商品開発や情報発信などのスキル向上を支援します。 

 

⑤（新）三重まるごと自然体験促進事業【基本事業名： 25403 人や産業が元気な農山漁村づくり】 

予算額：(26)   －  千円 → (27)  １５，００４千円 

事業概要：三重県の豊かな自然を生かした「自然体験」を通じて、子どもたちの「生き抜く力」を育

むとともに、県内外から多くの人を呼び込むため、自然体験施設・団体等のブラッシュア

ップと拡大、民間企業等と連携した情報発信などに取り組みます。 

 

⑥地域活性化プラン推進事業【基本事業名：31204  多様な農業経営体の確保・育成】（再掲） 

予算額：(26) １０，９０７千円 → (27) ８，３０１千円 

事業概要：地域の農業者をはじめ様々な関係者の創意工夫のもと、農地、景観、文化、人材など地域

資源を有効活用する取組のスタートアップを促し、その実践を支援することで、地域の取

組の発展や農産物の高付加価値化等につながる取組を進める集落や産地等の育成を行いま

す。 

 

⑦農村地域自然エネルギー活用推進事業【基本事業名： 25401 安全・安心な農山漁村づくり】 

   予算額：(26) １６１，０００千円 → (27)  ２５８，８００千円 

事業概要：農村地域において、クリーンなエネルギー供給を図るため、農業用水等を活用した小水力

発電等の整備を行います。 

 

⑧獣害につよい地域づくり推進事業【基本事業名：25402 獣害に強い農山漁村づくり】 

   予算額：(26) ６５７，１２１千円 → (27) ５１２，６９３千円 

事業概要：集落の取組を推進するためのリーダーの確保・育成や組織化、侵入防止柵の整備など、獣

害につよい地域づくりを、「獣害対策カルテ」を活用し、市町等と連携しながら総合的に進

めます。 

 

⑨地域捕獲力強化促進事業【基本事業名：25402 獣害に強い農山漁村づくり】 

   予算額：(26) ２３，３１０千円 → (27)  ２０，３７９千円 

事業概要：野生鳥獣の捕獲力強化に向け、大量捕獲わなの普及や、地域における捕獲技術の向上、捕

獲体制の整備等による共同捕獲や広域一斉捕獲への支援、捕獲促進プラン作成の推進等の

取組を進めます。 

 

⑩（新）指定管理鳥獣捕獲等事業【基本事業名：15301 生物多様性保全の推進】（再掲） 

   予算額：(26) ― 千円 → (27)  １０，２６０千円 

事業概要：市町との役割分担を明確にしたうえで、鳥獣保護法の改正に伴い策定する鳥獣保護管理事

業計画に基づき、県による捕獲等事業を実施します。 

 

 

 



⑪みえの獣肉等流通促進事業【基本事業名：25402 獣害に強い農山漁村づくり】 

   予算額：(26) ８，４７０千円 → (27)  ６，３５７千円 

事業概要：獣肉等の需要を拡大するため、獣肉の品質および量の確保や施設整備の支援、企業と連携

した新商品の開発・販売、首都圏での販売促進、ジビエ料理フェア開催等を通じた「みえ

ジビエ」取扱店舗の拡大、「『みえジビエ』登録制度の普及啓発、「『みえジビエ』協議会」（仮

称）の運営支援など、獣肉の処理・供給体制の整備を進めます。 

 

⑫多面的機能支払事業【基本事業名：25404 農業の多面的機能の維持増進】 

   予算額：(26) ３９１，５００千円 → (27) １，１６４，３２８千円 

事業概要：農業･農村の有する多面的機能の維持･発揮を図るため、農業用水や自然景観など農村資源

の保全や農業用施設等の長寿命化のための補修に取り組む地域の共同活動を支援するとと

もに、地域住民や学校、ＮＰＯなどさまざまな主体との連携を促し、農村の地域資源を保

全していく体制の整備を図ります。 

 

⑬中山間地域等直接支払事業【基本事業名：25404 農業の多面的機能の維持増進】 

   予算額：(26) １９７，６１９千円 → (27)  ２１６，３８４千円 

事業概要：耕作放棄地の発生を防ぎ、農業・農村の多面的機能の維持・増進を図るため、中山間地域

等における農業の生産条件の不利性を補正する農家への直接支払いを実施するとともに、

耕作の維持に向けて農地中間管理事業などとの連携により、将来にわたって営農が可能な

体制の整備に取り組みます。 

 

⑭水産多面的機能発揮対策事業【基本事業名：25405  水産業の多面的機能の維持増進】 

   予算額：(26)  １，５０８千円 → (27)  １，３６０千円 

事業概要：漁業者を中心にした活動組織が取り組む藻場・干潟の保全や内水面域の環境保全等の活動

を支援するとともに、県内外の優良な取組事例を収集し、成果報告会等の場を通じて、県

内活動組織間で情報共有を図ります。 

 

 

⑮三重のふるさと応援カンパニー推進事業【基本事業名：25403 人や産業が元気な農山漁村づくり】 

   予算額：(26) ２，７４３千円 → (27) ２，２９５千円 

   事業概要：農山漁村地域と企業を新たに結びつけることで、双方にメリットが生まれるようなより良

い関係をつくっていくため、コーディネート人材の育成やマッチングを支援するほか、情

報発信や意見交換を通じて取組の拡大を図ります。 

地域連携部 


